
第４回トラック輸送における取引環境・ 

労働時間改善石川県地方協議会 

 
平成２９年２月３日（金）１３時３０分～ 

於) 石川県トラック協会 ２階 会議室 

 

 
 

【 議 事 次 第】 

 

Ⅰ．開会 

 

Ⅱ．議題 

１． 平成２８年度パイロット事業（実証実験）中間報告について 

２． 平成２９年度パイロット事業の実施について 

３．その他 

 

Ⅲ．閉会 

 

 

【 配 付 資 料 】 
 

議事次第、委員名簿、出席委員名簿、配席図   

   資料１ 平成２８年度パイロット事業中間報告資料 

   資料２ トッラク輸送における取引環境・労働時間改善協議会における 

平成２９年度パイロット事業の実施等について 

   資料３ トラック事業労働時間改善にかかる広報について（トラック協会） 
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平成２９年２月３日（金）　１３：３０～ 議長用配席図
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代
表
取
締
役
　
本
多
　
亨

㈱
ペ
ッ
ク
協
会

上
田
運
輸
㈱

企
画
開
発
室
長
　
西
出
　
陽
一

代
表
取
締
役
　
上
田
　
真

石
川
労
働
局

労
働
基
準
監
督
官
　
遠
藤
　
浩
司

監
督
課
長
　
池
田
　
成
夫

石
川
運
輸
支
局

浅
田
　
成
美

専
門
官
　
開
田
　
絹
香

北
陸
信
越
運
輸
局

貨
物
課
長
　
松
岡
　
豊

石
川
運
輸
支
局

首
席
専
門
官
　
猿
谷
　
克
幸

（
一
）
石
川
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会

事
務
局
長
　
天
田
　
敏
勝

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

敬称略

石川県交通運輸産業労働組合協議会 北陸農政局経営・事業支援部
副議長　杉浦　直人 ○ ○

石川県農業協同組合中央会
総務部長　中出　豊彦　 ○ ○

津田駒工業株式会社
社長室長　加藤　三明 ○ ○

中小企業相談所長　林　重毅 ○ ○

○ ○

労働基準部長 自動車交通部長

プ
レ
ス
席

演台

石川県商工会議所連合会

（一）石川県経営者協会

北代　昌巳 近藤　修司 斉藤　芳久

○ ○ ○
石川労働局 北陸先端科学技術大学

院大学客員教授
北陸信越運輸局

スクリーン

講師席

（一）石川県トラック協会
専務理事  北村　誠

食品企業課課長補佐　高橋　信行

北陸信越運輸局石川運輸支局
支局長　山下　明

事務局　　　

専務理事　橋本　政人 会長　谷本　義治

日本通運株式会社金沢支店
支店長　中野　廣志

（一）石川県トラック協会



 

基政発０１１３第１号 

基監発０１１３第１号 

国 自 貨 第 １ ２ １ 号 

平成２８年１月１３日 

 

都道府県労働局労働基準部監督課長 殿 

各 運 輸 局 自 動 車 交 通 部 長 等 殿 

 

厚生労働省労働基準局労働条件政策課長 

厚生労働省労働基準局監 督 課 長 

国土交通省自 動 車 局貨 物 課 長 

 

 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会におけるパイロッ

ト事業の実施について 

 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会（以下「協議会」とい

う。）において平成 28 年度より実施するパイロット事業について、その具体的

事項は下記のとおりであるので、了知のうえ、必要な検討・対応を進めること。 

 
記 

 
１ パイロット事業の目的・概要について 

パイロット事業は、トラック輸送状況の実態調査結果や各地方協議会の議論

等において把握した、各都道府県における具体的なトラック運転者の長時間労

働等の問題点・課題を改善するために、発荷主・着荷主及び運送事業者を構成

員とする集団（以下「対象集団」という。）が実施する実証実験であり、好事

例を集めガイドラインを作成し、その普及・定着を図る取組の一環として、平

成 28 年度及び平成 29 年度の２年間で実施するものである。 
    

２ 実施方法等について 
  対象集団は、各年度、各都道府県１～２集団程度とし、下記（１）ア及び

イにより決定する。 
  なお、下記３「パイロット事業規模について」に留意すること。 
（１）対象集団の選定 

ア 対象集団の候補選定 

EYUUO
テキストボックス
別添１




 

対象集団は、現在又は過去においてトラック運転者の長時間労働等の

実態を有する運送事業者であって、 
・ 荷主と長時間労働改善に向けた問題意識を共有し、改善の意欲が

あるもの 
・ 改善方法で悩んでいるもの、更なる改善を求めるもの  等 

を含むものとし、トラック輸送状況の実態調査結果や各地方協議会での

議論等を踏まえ、各地方協議会でパイロット事業を実施するにあたって

適当な発荷主・着荷主・運送事業者で構成される対象集団の候補を選定

することとする。 
その際、十分な数の候補が得られない場合には、協議会委員の了解を

得たうえで、輸送品目、事業規模等候補選定の方向性を地方協議会で決

定し、具体的な候補の選定は事務局で行うことでも差し支えない。 
  イ パイロット事業への参画依頼 

各都道府県労働局は、地方協議会事務局内で十分な連携を行いつつ、

上記アにより選定された対象集団の候補に対して、候補選定後速やかに

パイロット事業への参画依頼を行うこと。 
なお、対象集団の候補に対するパイロット事業の説明に当たっては、

下記（２）「パイロット事業の実施方法」について留意するとともに、そ

の取組内容を協議会において共有し、公とすることを予定していること

について対象集団の了解を得ること（事業者名については匿名でも差し

支えない）。   
（２）パイロット事業の実施方法 
  ア 進め方について 

上記（１）の手順により選定された対象集団に対し、平成 28 年度及び

平成 29 年度にパイロット事業を実施する。 
年度ごとの進め方としては、次のようなものが想定される。 
・ 異なる２集団を対象とし、（ⅰ）平成 28 年度１件、平成 29 年度１

件又は（ⅱ）平成 28 年度から平成 29 年度にかけて平行して２件を

実施 
・ 平成 28 年度に１件実施し、同じ集団を対象に平成 29 年度に別の

角度からアプローチ（深掘り又は別の成果を期待） 
イ 実施方法について 

対象集団に対するパイロット事業の実施方法については、①厚生労働

省が予算要求中のトラック運転者労働条件改善事業を活用するもの、及

び、②国土交通省が要求中の予算等を活用して調査請負業者を利用する

ものを想定している。 



 

① トラック運転者労働条件改善事業について 
     厚生労働省で業務委託契約した業者が、対象集団に対し、トラック

運転者の長時間労働抑制等のためのコンサルティングを行うものであ

る。具体的には、対象集団と受託業者で会議体を作り、当該会議体に

よる問題点の把握・改善方法の提案等と、受託業者による各事業場へ

の個別訪問による改善方法の実施状況確認等を交互に進めるものを予

定している（別添１参照）。 
     なお、本事業は受託業者が主体的に進めていくことになるが、取組

状況等について受託業者より情報提供を受け、地方協議会で議論等を

行うに際し、事業者ヒアリング等の他の情報と合わせて活用すること。

なお、受託業者への連絡については、関係都道府県労働局から行うこ

と。 
   ② 調査請負業者の利用等によるパイロット事業について 
     対象集団において発着荷主と運送事業者の各々の状況を相互に理解

するため、話合いを通して課題の選定及び取組の具体化を行うもので

あり、各運輸局等が調達する調査請負業者を入れて実施することを想

定している。 
地方協議会事務局は上記①（別添１参照）を参考にしつつ、パイロ

ット事業の実施方法について検討を進めること。 
なお、話合い等を円滑に進めるうえで、適切と思われる第三者がい

た場合、当該者及びパイロット事業の関係者に了解を得たうえで当該

第三者を話合いに加えることも差し支えない。 
ウ 対象集団に対する支援体制 

地方協議会事務局は、対象集団に対して、厚生労働省所管の職場意識

改善助成金等の支援策を紹介する等、トラック運転者の長時間労働抑制

等に向けて各事業者の積極的な取組が行われるよう必要な助言等を行う

こと。 
エ 実施方法の決定・伝達 
  各都道府県の対象集団に対するパイロット事業の実施方法が上記イ①

又は②のいずれによるかは、下記４による対象集団の選定の報告後、中

央協議会事務局でイ①で実施するものを選定し、それ以外をイ②で実施

するため、中央協議会事務局で決定のうえ各都道府県地方協議会事務局

に伝達する。 
 
３ パイロット事業規模について 
  パイロット事業については、国会において平成28年度予算が成立した場合、



 

上記のとおり実施することとしており、事業規模については、現時点におい

て、以下のとおり各都道府県に原則１集団分の経費を計上している。なお、

本通知に加えて地方協議会独自にパイロット事業を実施することを妨げるも

のではない。 
  ・ 上記２（２）イ①によるもの 20 集団 
  ・ 上記２（２）イ②によるもの 27 集団以上 
 
４ 報告について 

都道府県労働局及び各運輸局は、上記２（１）により対象集団の選定を行

った場合、速やかに別添２により厚生労働省労働基準局監督課及び国土交通

省自動車局貨物課に報告すること。 



平成 28 年 3 月 11 日 

 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会における 

パイロット事業の実施にかかる補足 

 

平成 28 年１月 13 日付け基政発 0113 第１号、基監発 0113 第１号、国自貨第 121 号

で発出した「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会におけるパイロッ

ト事業の実施について」に関して、よくお問い合わせをいただく事項等につきまして、

基本的な考え方を以下のとおり補足いたします。 

 

 トラック運転者労働条件改善事業

（厚生労働省予算） 

その他（国土交通省又は全日本トラ

ック協会予算） 

対
象
集
団 

原則、一連の発荷主、元請運送事業

者、下請運送事業者、着荷主の４事

業者以上が必要です。（詳細は仕様書

参照） 

基本的には、発荷主、トラック事業

者（元請、下請の区別なし）、着荷主

が必要ですが、地域の実情や想定さ

れる効果等を勘案し、発荷主又は着

荷主とトラック事業者だけの集団で

も差し支えありません。 

※これまでの地方協議会での議論では、発

荷主だけでなく着荷主側の改善が必要

との意見も多数出ています。 

 

対
象
集
団
内
（
荷
主
と
運
送
事
業
者
）
の
打
合
せ 

全員が一箇所に集まって打合せをす

ることは絶対条件ではありません

（例えば、東京の着荷主を打合せの

ために鹿児島に呼ぶことが難しいと

いった場合）が、着荷主も交えてト

ラックドライバーの労働条件を改善

しようという趣旨であり、そもそも

関係者において情報共有・議論がで

きない状態は望ましくありません。 

※１ コミュニケーションの方法として

は、例えば、テレビ会議を活用する、

九州の支社の方に代理出席するなど

が考えられます。 

※２ 具体的な打合せ等の調整は受託業

者が行います。 

着荷主が遠隔地の市場でパイロット

事業実施の打合せに集まることが難

しい、そもそも市場に対象集団に入

ってもらうことは困難などといった

場合には、コンサルタントが出張し

て聞き取りを実施する、実地調査を

してもらうなど、柔軟に対応するこ

とも可能です。 

  

別添３ 



パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
実
施
に
あ
た
っ
て
の
留
意
事
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パイロット事業での取組事例は、平成 29 年度から作成に着手する予定のガ

イドラインに盛り込まれます。パイロット事業を地方協議会としてまとめ

るにあたっては、ガイドラインの作成を念頭に以下の点に留意してくださ

い。 

① 荷主側、トラック事業者側の現状の分析 

② 荷主側、トラック事業者側の問題点・改善点の洗い出し 

③ 実験内容と実施方法の決定 

④ 実験の様子 

⑤ 実験結果の検証（課題の改善状況、実験成功又は失敗の要因分析、今後

の検討課題等）、まとめ 

※１ 数値、写真、図等も用い、ビフォーアフターが客観的に具体的にわかるよう報

告書をまとめてください。また、話し合いや検討のプロセスを盛り込むことで、

参考にしようとする者がどう話を進めたらいいかわかるようにできると良いで

す。 

※２ これらがガイドラインの骨子となるかと思いますが、盛り込む内容はこれに限

りませんので、全国各地の荷主、トラック事業者が活用するにあたって、盛り込

んだほうが良いと思われることは適宜追加してください。 

※３ 国土交通省又は全日本トラック協会予算でパイロット事業を実施する場合は、

コンサルタントへの発注の際の参考としてください。 

 

対
象
集
団
選
定

の
報
告 

各都道府県事務局は、対象集団の選定を行った場合は速やかに厚生労働省

労働基準局監督課及び国土交通省自動車局貨物課へ報告してください。対

象集団が決まっていない場合でも、４月末に一旦状況報告をお願いします。 

 

 

使
用
す
る
予
算
の
決
定 

運輸局等での入札手続きや、事業実

施期間確保の観点から、４月までに

報告を受けた中から、一度対象集団

を決定します 

※４月までにご報告いただいたからとい

って、必ずしもこちらの予算が適用され

るわけではありません。 

 

左記以外のもの。 

 

 

 トラック運転者労働条件改善事業

（厚生労働省予算） 

その他（国土交通省又は全日本トラ

ック協会予算） 



 

パイロット事業の報告書類について 

 

※各資料共通 

匿名希望の実施集団の名称は次の表記とする。 

発着荷主名 「発荷主Ａ（業種）」（例：発荷主 A（食品メーカー）） 

「着荷主ａ（業種）（例：着荷主ａ（店舗）） 

運送事業者名「運送事業者ア」（元請、下請がいる場合は、「運送事業者ア（元請）」

「運送事業者イ（下請）」 

また、報告書類は公表を前提に作成するものであり、記載内容について参加企業に

了解を得ること。 

 

１．パイロット事業報告書骨子（Ａ４版、冊子）（※H28.3.11 付「トラック輸送におけ

る取引環境・労働時間改善協議会におけるパイロット事業の実施にかかる補足」か

ら抜粋） 

① 荷主側、トラック事業者側の現状の分析 

② 荷主側、トラック事業者側の問題点・改善点の洗い出し 

③ 実験内容と実施方法の決定 

④ 実験の様子 

⑤ 実験結果の検証（課題の改善状況、実験成功又は失敗の要因分析、今後の検討

課題等）、まとめ 

※１ 数値、写真、図等も用い、ビフォーアフターが客観的に具体的にわかるよう

報告書をまとめてください。また、話し合いや検討のプロセスを盛り込むこと

で、参考にしようとする者がどう話を進めたらいいかわかるようにできると良

いです。 

※２ これらが報告書の骨子となるかと思いますが、盛り込む内容はこれに限りま

せんので、全国各地の荷主、トラック事業者が活用するにあたって、盛り込ん

だほうが良いと思われることは適宜追加してください。 

 

２．概要版（Ａ４縦版、２ページ）（フォーマット（別添 4-2）、記載例（別添 4-3）） 

① 実施集団の概要（発荷主、運送事業者、着荷主、荷種） 

② 事業概要（図や写真等を用いた視覚的にわかりやすい説明） 

③ 課題 

④ 事業内容 

⑤ 結果 

（数値等を用いて具体的に記載） 

⑥ 荷主企業のメリット 

⑦ 結果に結びついたポイント 

（成功した場合はそのポイント、うまくいかなかった場合はその原因） 

別添４ 











「トラック運送業の適正取引推進のための自主行動計画」の策定について 

 
〈要請理由〉 
○ 第８回下請取引条件改善に関する関係府省等連絡会議における野上官房副長官からの締めくくり発言によるご指示 

 を踏まえ、トラック運送業においても「自主行動計画の策定」に向けた取組について検討を開始。 

 

○ トラック運送業については、荷主との取引だけでなく、下請多層構造など元請と下請における運送事業者間の取引条 

 件の改善に向けた取組みを進めていただくことを目的に、平成２８年１１月２２日（火）、根本国土交通大臣政務官より 

 トラック運送業界団体に対し、今年度内を目処に「トラック運送業の適正取引推進のための自主行動計画」策定の要請 

 を行った。 

 

  【国土交通省】 
  根本 幸典  国土交通省大臣政務官        

  藤井 直樹  国土交通省自動車局長 

  堀家 久靖  国土交通省大臣官房審議官 他 

  【全日本トラック協会】  
（公益社団法人全日本トラック協会物流ネットワーク委員会） 
齋藤  充   日本通運株式会社 代表取締役副社長 

         全日本ﾄﾗｯｸ協会物流ﾈｯﾄﾜｰｸ委員会委員長 

出席者 

植松  満  日本通運株式会社 執行役員 

森 日出男  ヤマト運輸株式会社 取締役常務執行役員 

内田 浩幸  佐川急便株式会社 取締役CSR推進部長 

日比野利夫 西濃運輸株式会社 専務取締役執行役員 

中田  晃  西濃運輸株式会社 執行役員 

山本 浩史  福山通運株式会社 常務執行役員 

赤松  毅  トナミ運輸株式会社 常務取締役 

福本 秀爾  公益社団法人全日本トラック協会理事長 

 

＜ 要請のポイント ＞ 

・アベノミクスを一層加速し、「経済の好循環」の流れをより 

 確かにすることが重要。 

・元請下請における運送事業者間を含め、トラック運送業に 

 おける取引条件の改善は喫緊の課題。 

・また、トラック運送業の下請多層構造にも課題があると認識。 

・元請事業者となる大手運送事業者が率先して取組を進める 

 ことが重要。 

・今年度内を目途に自主行動計画の策定を要請 

・なお、取引条件の改善について、関係省庁を通じ、荷主の 

 方々にも働きかける。 
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・ 仕分け・検品等の附帯作業や荷待ち待機等、運送以外の業務に係る費用については、運賃とは別のものとして契約上明確化 
・ 着荷主側の荷待ち待機に関する費用について、発荷主と着荷主との間で契約上明確化 

 
 
 

トラック運送業の取引条件の改善に向けた荷主への働きかけについて 

 
○ トラック運送業における取引条件の改善に当たっては、荷主への理解と協力が必要不可欠。 

○ このため、根本国土交通大臣政務官から関係省庁に対し、以下の「具体的な取組」を踏まえた取り組みを
進めていただくよう荷主企業に対する働きかけを要請。 

 
・ 運行管理者の選任、最低保有台数の維持、社会保険・労働保険の加入等の法令を遵守しない事業者との取引の禁止 
・ 運送契約締結に当たっては書面化を原則とし、附帯業務や荷待ち待機、高速道路料金等の支払いについても明記 

 

・ 待ち時間、特に着荷主側における荷待ち時間の解消に向けた取組への理解と協力（トラック事業者との面談等による課題の具体的な把
握等） 

・ トラックドライバーの長時間労働の改善に向け、発荷主が中心となって着荷主及びトラック事業者との間で定期的に協議する等、 
 荷主とトラック事業者の協力体制の確立 

 
 
・ 一律○％減の原価低減要請や燃料価格等の変動分が考慮されない価格決定の禁止  
・ トラック運送業者との十分な協議を踏まえた運賃・料金の決定 

 

○ 価格決定方法の適正化 

 ○ コスト負担の適正化 

 ○ 契約の相手方・方法の適正化 

○ 長時間労働の削減 

「具体的な取組例」 

○ １２月１日（木）１５：２０～ 於：農林水産省  国土交通省根本大臣政務官より、農林水産省細田大臣政務官に対し要請 
 
○ １２月６日（火）１０：００～ 於：経済産業省           〃           経済産業省松村副大臣に対し要請 

【関係省庁への協力要請】 
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トラック運送業の取引条件改善に向けた取組について

①価格交渉ハンドブック・リーフレットの作成・周知

②トラック運送における生産性向上セミナーの開催

トラック運送業の取引条件の改善及び生産性向上に向け、全国９ブロックにおいて、取引上問題となる行為や
望ましい取引のあり方、共同輸配送などの生産性向上方策等について紹介するセミナーを２月から開催予定。

＜プログラム＞
１．取引条件の改善と生産性向上方策に向けた政府の取組について
２．価格交渉について（価格交渉ハンドブック等の紹介）
３．トラック運送の生産性向上方策（好事例の横展開）
４．講演：先進事例に関する荷主講演等

＜スケジュール＞
2/14（火）東 京（200名） 2/16（木）名古屋（150名）
2/20（月）仙 台（100名） 2/22（水）大 阪（150名）
2/23（木）高 松（ 80名） 2/24（金）広 島（ 80名）
2/28（火）札 幌（100名） 3/  2（木）福 岡（100名）
3/  3（金）新 潟（ 80名）

６

②トラック運送における生産性向上セミナーの開催



トラック運送に係る取引条件改善に向けた取り組み（ロードマップ） 

28年 
～11月 

 
12月 

29年 
1月 

 
2月 

 
3月 

 
4月 

 
5月 

 
6月 

①自主行動計画 

②荷主への働きかけ 

③交渉しやすい環境づくり 

④法令の運用 

独禁法 

業種別 
ガイドライン 

荷主勧告 

⑤トラック輸送における取引 
 環境・労働時間改善協議会 

⑥運賃・料金検討会 

 自主行動計画策定   
 大手を中心に 
 取組を定着化 

 ドライバーの 
 労働時間の周知 

 不適切事例集の 
 作成 

 不適切事例集の周知 

 業種別ガイドラインへの反映 等   

 ハンドブック作成   
 ハンドブックの周知・ 
 セミナー開催   

 物流特殊指定調査の拡充 
   （荷主調査・トラック事業者調査） 

 （必要に応じて事件処理） 

 パイロット事業 
 実施 

 運用改善検討  仮運用スタート  本格運用開始 

 パイロット事業実施とりまとめ  パイロット事業 
 （２年目） 

下請ガイドラインの 
見直し 

  ガイドライン定着 

 運賃・料金のあり方検討（運賃・料金別建て方策等）  とりまとめ 

根本政務官
から要請 

根本政務官
から働きかけ 

公取への 
情報提供 

  トラック事業に係る 
 ガイドラインの改定   

協議会 
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タイトル（パイロット事業の内容がわかるように） ○○県

１．実施者の概要１．実施者の概要

ビフォー

荷主企業：発荷主Ａ（業種）、着荷主ａ（業種）
荷主企業の概要・業務内容
運送事業者：運送事業者ア
担当している輸送の内容
荷種
運んでいる品物の内容

２．事業概要２．事業概要

アフター

結果

図、写真等を用いて、
視覚的に

わかりやすくする

別添４－２



３．課題３．課題

４．事業内容４．事業内容

６．荷主企業のメリット６．荷主企業のメリット

５．結果５．結果

① あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああ

② いいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいい
いいいいいいいいいいいい

③ うううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううう

① あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああ

② いいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいい
いいいいいいいいいいいい

③ うううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううう

① あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああ

② いいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいい
いいいいいいいいいいいい

③ うううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううう

① あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああ

② いいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいい
いいいいいいいいいいいい

③ うううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううう

７．結果に結びついたポイント７．結果に結びついたポイント

① あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああ

② いいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいい
いいいいいいいいいいいい

③ うううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううううう

可能な限り、数値等
を用いて具体的に記
述してください。

行は必要に応じて増
減可。



事 務 連 絡
平成２８年１０月１７日

北海道農政事務所 生産経営産業部長 宛

地方農政局 経営・事業支援部長 宛

農林水産省食料産業局

食 品 流 通 課 長

トラック運輸における取引環境・労働時間改善地方協議会への参画等
について（協力依頼）

時下、貴職におかれましては益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。
食品の流通分野に関しては、「総合的なＴＰＰ関連政策大綱（平成27年11

月）」の検討継続項目に「生産者が有利な条件で安定取引を行うことができ

る流通・加工の業界構造の確立」が位置付けられたことを受け、昨年度か
ら、自民党の農林水産業骨太方針策定ＰＴや政府の規制改革推進会議にお
いて議論が行われているところです。

この中で、生産者の所得向上に寄与する課題として、物流の効率化による

物流コストの削減が特に重要との認識で一致しており、今後、国土交通省等
の関係省庁と連携した取組の推進が喫緊の課題となっております。

その一環として、国土交通省から協力を求められている「トラック輸送
における取引環境・労働時間改善協議会」及び「パイロット事業」につい
て、農林水産省としても積極的に参画していくことが重要と考えておりま
す。

この協議会は、荷主、運送事業者、有識者、関係団体、行政を構成員とし
て、国土交通省と厚生労働省が協働して、中央及び47都道府県に立ち上げて

おり、トラック運送業の荷待ち時間の削減等、長時間労働の抑制に向けた議

論を行っております。

この取り組みの一つとして、発荷主（生産者、ＪＡ等）、運送事業者、着
荷主（卸売業者、小売業者等）が連携して、専門家の助言の下、物流の現状

分析や課題の洗い出し、解決手段の検討、実証実験を行うパイロット事業を、
平成28～29年度にかけて実施するもので、対象荷種の多くが農水産物や食品

となっています。
これらの取組は、生産者の所得向上や食品産業の生産性向上に資するもの

であり、また、農畜水産物や飲食料品の流通の改善に関するものであること
から、貴局（事務所）におかれましては、地方運輸局と十分な連携を図って

いただくとともに、各都道府県ごとに設置されている協議会に参画する等、

必要な対応を行って頂きますよう、ご協力の程何卒宜しくお願い申し上げま
す。

なお、地方農政局等の参画等については、国土交通省自動車局貨物課から
地方運輸局に対して連絡がなされていることを念のため申し添えます。

（※）国土交通省の協議会及びパイロット事業の概要については、こちらからご覧く

ださい。 http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000022.html

担当：食料産業局 食品流通課

企画調査班 朝倉、堀、小谷
直通：03－3502－5741

EYUUO
テキストボックス
別添５



